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1. 平成27年3月期第3四半期の業績（平成26年4月1日～平成26年12月31日） 

（注）平成26年３月期第３四半期より四半期財務諸表を作成しているため、平成26年３月期第３四半期の対前年同四半期増減率は記載しておりません。 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第3四半期 67,548 △3.0 3,033 113.0 3,151 98.7 2,783 51.7
26年3月期第3四半期 69,620 ― 1,424 ― 1,586 ― 1,834 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第3四半期 99.47 ―
26年3月期第3四半期 63.03 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期第3四半期 103,176 52,951 51.3 1,892.70
26年3月期 78,344 50,292 64.2 1,797.27
（参考）自己資本 27年3月期第3四半期 52,951百万円 26年3月期 50,292百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無  

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― 0.00 ― 11.50 11.50
27年3月期 ― 0.00 ―
27年3月期（予想） 11.50 11.50

3. 平成27年 3月期の業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 90,000 △7.8 4,000 169.7 4,100 156.0 3,300 51.5 117.96



(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、四半期決算短信(添付資料)３ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 （２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表
示」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期3Q 31,704,400 株 26年3月期 31,704,400 株
② 期末自己株式数 27年3月期3Q 3,727,780 株 26年3月期 3,721,864 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期3Q 27,979,750 株 26年3月期3Q 29,106,004 株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期
決算短信（添付資料）２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧下さい。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、駆け込み需要の反動による国内消費者マインドの

回復に遅れが見られたほか、輸出が低調に推移したことなどから、生産面を中心にやや弱めの動き

が続く展開となりましたが、政府による経済財政政策や日本銀行による追加金融緩和策の効果・期

待感により、企業収益や雇用情勢は改善し、景気は全体として緩やかな回復基調にあります。 

建設業界におきましては、需給バランスの崩れによる労務不足・資機材価格の高騰の影響を受け

つつも、公共投資は引き続き底堅く推移したほか、民間設備投資意欲も高い水準を維持するなど、

全体的な業況は緩やかに回復を続けております。 

このような経営環境の中、当第３四半期累計期間の売上高は675億48百万円（前年同期比3.0％

減）、営業利益は30億33百万円（同113.0％増）、経常利益は31億51百万円（同98.7％増）、四半

期純利益は27億83百万円（同51.7％増）となりました。 

  

（２）財政状態に関する説明 

(資産) 

 当第３四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べて248億31百万円増加し、1,031億76

百万円となりました。 

 流動資産は、受取手形・完成工事未収入金等の増加等により202億92百万円増加、固定資産は、

保有株式の株価の上昇に伴う投資有価証券の増加等により45億38百万円の増加となりました。 

(負債) 

 当第３四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べて221億72百万円増加し、502億24百

万円となりました。 

 流動負債は、短期借入金の増加等により207億22百万円増加、固定負債は、退職給付に関する会

計基準等の適用に伴う退職給付引当金の増加等により14億50百万円の増加となりました。 

(純資産) 

 当第３四半期会計期間末の純資産合計は、利益剰余金が増加したこと等により、前事業年度末に

比べて26億59百万円増加し、529億51百万円となりました。 

  

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成27年３月期通期の業績予想につきましては、平成27年２月５日付「業績予想の修正に関する

お知らせ」で公表のとおり、売上高900億円、営業利益40億円、経常利益41億円、当期純利益33億

円としております。 

なお、本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情

報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大き

く異なる可能性があります。 
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 (会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務

及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式

基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、割引率決定の基礎となる債券の期間につ

いて退職給付の見込支払日までの平均期間とする方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込

期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当第３四半期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影

響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第３四半期累計期間の期首の退職給付引当金が918百万円増加し、利益剰余金が918

百万円減少しております。また、これによる損益に与える影響は軽微であります。 
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３．四半期財務諸表 

（１）四半期貸借対照表 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成26年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金預金 11,084 12,471 

    受取手形・完成工事未収入金等 45,624 65,154 

    未成工事支出金 2,416 2,237 

    材料貯蔵品 44 35 

    その他 4,988 4,591 

    貸倒引当金 △95 △134 

    流動資産合計 64,062 84,355 

  固定資産     

    有形固定資産 4,511 4,692 

    無形固定資産 72 65 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 7,097 8,828 

      その他 2,603 5,236 

      貸倒引当金 △4 △3 

      投資その他の資産合計 9,696 14,061 

    固定資産合計 14,281 18,820 

  資産合計 78,344 103,176 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成26年12月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形・工事未払金等 17,749 16,987 

    短期借入金 ― 21,450 

    未払法人税等 131 291 

    未成工事受入金 3,613 3,273 

    完成工事補償引当金 204 234 

    賞与引当金 466 118 

    工事損失引当金 298 390 

    その他 1,087 1,526 

    流動負債合計 23,550 44,272 

  固定負債     

    退職給付引当金 3,009 3,828 

    資産除去債務 37 37 

    その他 1,454 2,085 

    固定負債合計 4,501 5,951 

  負債合計 28,051 50,224 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 5,296 5,296 

    資本剰余金 4,314 4,314 

    利益剰余金 40,586 42,129 

    自己株式 △1,787 △1,791 

    株主資本合計 48,410 49,948 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 1,881 3,002 

    評価・換算差額等合計 1,881 3,002 

  純資産合計 50,292 52,951 

負債純資産合計 78,344 103,176 
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（２）四半期損益計算書 

第３四半期累計期間 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高     

  完成工事高 69,620 67,548 

  売上高合計 69,620 67,548 

売上原価     

  完成工事原価 64,885 61,071 

  売上原価合計 64,885 61,071 

売上総利益     

  完成工事総利益 4,735 6,477 

  売上総利益合計 4,735 6,477 

販売費及び一般管理費     

  販売費及び一般管理費合計 3,310 3,443 

営業利益 1,424 3,033 

営業外収益     

  受取利息 37 35 

  受取配当金 118 130 

  受取賃貸料 78 94 

  その他 5 7 

  営業外収益合計 239 267 

営業外費用     

  支払利息 11 43 

  賃貸収入原価 39 67 

  その他 27 38 

  営業外費用合計 78 149 

経常利益 1,586 3,151 

特別利益     

  固定資産売却益 54 9 

  投資有価証券売却益 6 ― 

  関係会社整理益 389 ― 

  その他 39 ― 

  特別利益合計 489 9 

特別損失     

  固定資産除却損 0 ― 

  投資有価証券評価損 51 ― 

  その他 4 ― 

  特別損失合計 56 ― 

税引前四半期純利益 2,018 3,160 

法人税、住民税及び事業税 111 280 

法人税等調整額 72 97 

法人税等合計 184 377 

四半期純利益 1,834 2,783 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項 

  （継続企業の前提に関する注記） 

  当第３四半期会計期間(自 平成 26 年 10 月１日 至 平成 26 年 12 月 31 日) 

   該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

   該当事項はありません。 

 

４．補足情報 

四半期受注の概況 

 

 受注実績 

 受 注 高 

平成 27 年３月期第３四半期累計期間 62,707 百万円 △25.6％ 

平成 26 年３月期第３四半期累計期間 84,310 百万円 50.7％ 

  (注)  ％表示は、前年同四半期比増減率 

 

(参考) 受注実績内訳                          (単位：百万円) 

区分 
平成 27 年３月期 

第３四半期累計期間 
平成 26 年３月期 

第３四半期累計期間 
比較増減 増減率 

建 

設 
事 

業 

建 

築 

官公庁 13 (  0.0％) 106 (  0.1％) △93 △87.5 

民 間 39,338 ( 62.7 ) 63,869 ( 75.8 ) △24,530 △38.4 

計 39,352 ( 62.7 ) 63,975 ( 75.9 ) △24,623 △38.5 

土 

木 
官公庁 15,590 ( 24.9 ) 12,396 ( 14.7 ) 3,194 25.8 

民 間 7,764 ( 12.4 ) 7,937 (  9.4 ) △173 △2.2 

計 23,354 ( 37.3 ) 20,334 ( 24.1 ) 3,020 14.9 

計 

官公庁 15,604 ( 24.9 ) 12,502 ( 14.8 ) 3,101 24.8 

民 間 47,103 ( 75.1 ) 71,807 ( 85.2 ) △24,704 △34.4 

計 62,707 ( 100.0 ) 84,310 ( 100.0 ) △21,602 △25.6 

  (注) ( )内の％表示は、構成比率 
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